（様式１）
コミュニティ・ファンドを活用した
環境保全活動促進事業計画書
	都道府県名
	
	市区町村名
	

	協　議　会　名
	（未設置の場合には空欄）

	１．連　絡　先
	事務担当者：
	
	Tel.
	

	
	
	
	Fax.
	

	
	
	
	E-mail
	

	
	事業担当者：
	
	Tel.
	

	
	
	
	Fax.
	

	
	
	
	E-mail
	

	２．交付金事業名
	

	３．要　望　額
	

	４．要望額積算内訳
	別紙１

	５．事業者の名称等

	名称
	
	所在地
	

	代表者名
	
	電話
	

	６．投資又は融資を受けるコミュニティ・ファンドの名称等

	

	名称
	
	所在地
	

	代表者名
	
	電話
	

	７．温暖化防止事業全体の予算額及びコミュニティ・ファンドからの投資又は融資予定額（融資の場合は利率）
	全体の予算額（円）
	投融資額（円）
	利率（％）

	
	
	
	

	８．温暖化防止事業の概要



	９．投資又は融資について判断するために、コミュニティ・ファンドが行った環境面等の評価

（ＣＯ２削減効果については別添を参照）



注１）温暖化防止事業全体の予算及びコミュニティ・ファンドからの投資又は融資の予定額を示す書類を添付すること。

注２）当該投資又は融資について、コミュニティ・ファンドが行った環境面等の評価の内容を示す書類を添付すること。

注３）コミュニティ・ファンドの定款、寄付行為、会則、役員名簿、活動状況、投融資実績等、団体の性格、内容を示す書類を添付すること。

	10．交付金事業の内容

	（１）温暖化防止事業の見直し手法の詳細

	　　①○○調査
　　②△△検討会

　　③××意見交換会

	（２）交付金事業により期待される効果

	①環境面



	②社会面



	③経済的持続性



	11．主体となる協議会名及びその構成

	・協議会名
【　既設／見込み　】
	

	・協議会の活動内容
	

	・構成員
【　実績／見込み　】
	

	14．地域の概要及び特徴

	・人口
	

	・自然・産業の概要
	

	・その他
	


（別紙１）

交　付　金　事業要望額積算内訳書
交付金事業名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	見直し手法
	要望額
	積算内訳

	
	
	


（別紙２）

温　暖　化　防　止　事　業　の直接的CO2削減効果
交付金事業名　　　　　　　　　　CO2削減量合計　　　　　CO2-t / 年
	温暖化防止事業名
	導入設備等
	CO2削減量
	計算式

	合計


	
	
	①計算の前提条件

②粗CO2削減量…　　　( CO2-t / 年)

計算式 =

③CO2発生量…　　　( CO2-t / 年)

計算式　＝

④CO2削減量= ②-③ = 　( CO2-t /年)

⑤その他


※導入設備については、設備の能力、基数も記述すること。
※導入設備で製造された製品が使用されてはじめてCO2削減効果があるものについては、当該製品の供給・使用計画及び原材料の収集計画を記載すること。
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